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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　我が国はジョルダン・ハシェミット王国に対して、1977年より81年まで「ジョルダン電子工学

サービス訓練センター」プロジェクトを実施し、電子工学サービス訓練センターの設立及び技能

者の育成に協力した。その後、同センターは、保守、校正に係る各種検査ニーズに応えるととも

に、訓練を通じて同分野の人材育成に多大な貢献をしてきたが、機材が老朽化する一方、電子機

器のハイテク化が急進展したのに伴って、検査ニーズにも、訓練希望者のニーズにも十分応えら

れない状況になった。

　こうした状況を踏まえ、ジョルダン国政府は1998年８月、同センターに係るアフターケア協力

を、我が国に要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、要請の背景を調査し、協力の必要性を確認するとともに、協

力の具体的内容を協議することを目的に、2000年３月３日から同11日まで、郵政省電気電信局電

波部電波環境課課長補佐　堀内雄人氏を団長とするアフターケア調査団を派遣した。この結果、

機材の修理・更新を中心に、電子工学分野の新技術を移転するアフターケア協力を実施すること

が合意され、調査団はミニッツの署名を取り交わした。

　本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものである。

　ここに、調査の任にあたられた調査団員各位並びにご協力いただいた外務省、郵政省、在ジョ

ルダン日本国大使館、西日本電信電話株式会社、その他内外関係機関の方々に心から感謝の意を

表するとともに、引き続き一層のご支援を賜るよう、お願い申しあげる次第である。
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第１章　アフターケア調査団の派遣第１章　アフターケア調査団の派遣第１章　アフターケア調査団の派遣第１章　アフターケア調査団の派遣第１章　アフターケア調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　1970年代には、中東諸国の産業近代化と経済発展により、ジョルダン国においても広い分野に

わたり高度で多様な電子機器が急速に普及し、同時にこれらの電子機器に係る保守、校正、検査

業務の必要性が高まった。これらの問題への対処を国家的施策として合理的かつ一元的に実施す

るべく、日本の無償資金協力によって同国王立科学院（RSS）内に電子工学サービス訓練センター

（ESTC）が建設された。その建設に並行して国際協力事業団は、同国の電子工学応用分野の発展

に寄与するため、1977年12月から４年間、同センターに対するプロジェクト方式技術協力を実施

した。また、同プロジェクト終了後の1990年には、第１回のアフターケア協力として、専門家派

遣とスペアパーツを中心とした機材供与が行われた。

　その後、中東和平の進展に伴い、ジョルダン政府は、イスラエルとのジョイントベンチャー産

業の振興やヨーロッパ・中東諸国と自由貿易協定を結んで輸出指向型製造業振興を図るなど、国

内産業の活性化に努めてきた。一方で、外資系企業の進出、一般消費財を含む輸入の拡大により、

ジョルダンの経済は、国際社会との競合を余儀なくされている。こうした状況のもと、ジョルダ

ンの国内消費及び輸出品として製造される電気機器には高品質が要求され（ISO9000シリーズに

代表される世界標準の認証獲得を含む）輸入品についてはその品質を保障し、故障の際は適切に

補修されることが不可欠になってきた。

　ESTCは、プロジェクト方式技術協力終了後も保守、校正に係る各種検査ニーズに応えるととも

に、訓練を通じて同分野の人材育成に多大な貢献をしてきた。プロジェクト方式技術協力供与機

材の老朽化と電子機器の著しい電子機器のハイテク化により、近年は電子機器の検査ニーズに、

また、訓練希望者のニーズにも、十分応えられない状況にあった。

　以上の経緯から、ジョルダン国政府は、電子機器保守・校正・検査業務の一層の充実をめざし、

電子工学分野の新技術を移転するための機材供与等を目的として、第２回目のアフターケア協力

を我が国に要請してきた。

　今般は、その必要性について協議、検討することを目的として、本アフターケア調査団が派遣

された。

１－２　調査団の構成

担当業務 氏　　名 所　　　　　属
団長・総括 堀内　雄人 郵政省電気電信局電波部電波環境課課長補佐
訓練機械 早舩　嘉博 西日本電信電話株式会社熊本支店設備部アクセス設備計画担当
協力企画 佐藤　和美 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課職員
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１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) 王立科学院（RSS）

　Said Alloush President

(2) 電子工学サービス訓練センター（ESTC）

　Said Hasan Director

　Ali Qudah Manager of Measurement Section

　Rizeq M. Abu Allan Manager of Research and Development Section

　Tareq Abdul-Aziz Hasan Manager of Maintenance Section

　Mohammad S. Abu-Daabes Manager of Training Division

(3) 計画省

　Nael Al-hajaj Director of Multilateral Cooperation Dept.

日順 月日(曜) 時間 調　　査　　内　　容
１ ３/３（金） 11:10

15:40
東京発（JL405）
パリ着

２ ３/４（土） 13:15
19:15

パリ発（AF672）
アンマン着

３ ３/５（日） 09:00
10:30
12:00
15:00
15:30

JICA 事務所と打合せ
在ジョルダン日本国大使館表敬
計画省表敬
RSS 院長、ESTC 所長表敬
ESTC 校内視察

４ ３/６（月） 09:00 ESTC と協議
５ ３/７（火） 10:00

11:00
ESTC と協議
ジョルダン電気通信会社（JTC）視察

６ ３/８（水） 09:00 ESTC と協議
７ ３/９（木） 10:00

15:00
16:00

ミニッツ署名・交換
大使館への報告
JICA 事務所への報告

８ ３/10（金） 10:40
15:45
19:00

アンマン発（RJ117）
ロンドン着
ロンドン発（JL406）

（佐藤団員のみ）
ジョルダン職業訓練技術学院運営指導調査

９ ３/11（土） 13:45 東京着 07:00　アンマン発（BA6706）
11:00　ロンドン着
19:00　ロンドン発（JL402）

10 ３/12（日） 15:45　東京着
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　Mustafa Al-Saleh Director of Bilateral Cooperation Dept.

　Munir Asad Director of Information and Computer Dept.

(4) ジョルダン電気通信会社（JTC）

　Shaher A. Dabbaas Acting Manager of Space Communication Dept.

(5) 在ジョルダン日本国大使館

　田中　聖也 一等書記官

(6) JICAジョルダン事務所

　矢部　義夫 所長

　蔵方　　宏 次長

　岩井　雅明 所員

　Hani Al-Kurdi 所員

　Dima M. Hammoudeh 所員
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第２章　要　約第２章　要　約第２章　要　約第２章　要　約第２章　要　約

(1) 調査概要

　本調査団は、ジョルダン国から要請のあった機材の修理・更新を中心に電子工学分野の新技

術を移転するための機材供与等を目的としたアフターケア協力の必要性を確認するとともに、

協力の内容を協議するため、王立科学院（RSS）、計画省（MOP）、ジョルダン電気通信会

社（JTC）で意見交換を行うとともに、電子工学サービス訓練センター（ESTC）所長、同セ

ンター各部部長と活発な議論を行った。

(2) アフターケア協力の必要性

　ESTCは1981年のプロジェクト終了後、着実に活動規模を拡大しており、プロジェクト終了

時に比べ1999年現在では、収入が約９倍、支出が約4.4倍にまで増加している。特に保守・修

理部では、近年23の病院及び500以上のヘルスセンターの医療機器の保守・修理の請負、医療

器材保守に係るパレスチナ向け第三国研修の実施等、活発な活動を行っており、ESTCの収入

増にも貢献している。ESTCの測定部は、ジョルダン国唯一の校正機関として、また、ジョル

ダン標準化庁（JISM）から電気製品の品質検査を認められた唯一の検査機関としての役割を

担っており、ジョルダン国産業界にとって重要な役割を果たしている。

　しかしながら、ESTCでは、これまでスペアパーツの補充や一部機器の更新を自助努力によ

り行っているものの、校正部門における高額機器等の更新は実施できない状況にあり、プロ

ジェクト方式技術協力実施時に導入した機材の老朽化による精度の低下、機材の故障による

サービスの中止等が深刻な問題となっている。

　このように、ESTCがプロジェクト終了後も独自に着実な活動を継続しておりジョルダン産

業界に裨益していること、また、校正部門に係る高額機器を今般供与すれば他の機材は自助努

力により対応できることから、ESTCの自立的発展の促進につながると考えられるため、アフ

ターケア協力の必要性があるものと判断した。

(3) 機材供与計画

　今回のアフターケア協力に関し、ESTC側は測定部校正部門及び保守・修理部門の機材の大

幅な更新を希望していたが、調査団からアフターケア協力の趣旨及び自助努力の必要性を説明

し、供与する機材の選定について協議した。

　調査団側としては、アフターケアの趣旨にかんがみ、自助努力では更新が困難な高額機材で

ある校正システムのうち、
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１）機材の老朽化により故障してサービスを中止しているシステム

　（高周波帯電力校正システム、高周波帯減衰量校正システム）

２）機材の老朽化により精度が低下しているシステム

　（高周波帯周波数校正システム、AC/DC電圧電流抵抗校正システム）

との優先順位を念頭においてジョルダン側と意見調整を行った。

　その結果、本アフターケア協力では、①高周波帯電力校正システム、②高周波帯周波数校正

システム、③AC/DC電圧電流抵抗校正システムに係る機材を予算の範囲内で供与することと

し、高周波帯減衰量校正システムをはじめとする残りの機材については、ESTC側の自助努力

により更新することで合意した。

(4) 短期専門家の派遣

　専門家の派遣については、当初ジョルダン側からは要望が出されていなかったが、調査の際

に確認したところ、AC/DC電圧電流抵抗校正システムに係る専門家を１～２か月派遣してほ

しい旨の要望があり、調査団としては、予算と関係者との調整を踏まえ検討することとした。

(5) 調査団所見

　調査団は、以上述べてきたとおり、ESTCの自立的発展の促進に寄与することからアフター

ケアー協力が有意義であるとの結論に達したので、これをミニッツとして取りまとめ署名・交

換することとした。

　なお、ESTCは、将来的にはアラブ諸国における電子工学サービス分野の中心センターとな

ることを志向しており、今回のアフターケア協力はESTCのこうした活動を支援するという観

点からも意義深いものと思われる。しかしながら、自立的発展かつ持続可能な活動を実現する

ために必要な定期的な機材の更新については、ESTC側の自助努力が求められる部分でもあ

り、今後の協力にあたってはこの点に留意して検討する必要があるが、基本的には更なるアフ

ターケア協力を実施する必要性はないものと考えられる。
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第３章　電子工学サービス訓練センター（第３章　電子工学サービス訓練センター（第３章　電子工学サービス訓練センター（第３章　電子工学サービス訓練センター（第３章　電子工学サービス訓練センター（ESTCESTCESTCESTCESTC）の現状）の現状）の現状）の現状）の現状

３－１　組織

　ESTCは王立科学院（RSS）の電子工学部の１部門として発足し、日本の無償資金協力を得て、

1981年に現センターとして設立された。現在、RSSは６センター及び１大学を所管しており、

ESTCはそのうちの１センターとして、電子機器の品質試験、校正、保守、訓練を実施している。

３－２　予算

　プロジェクト終了後の1982年から１回目のアフターケア協力実施前の1988年までに、ESTCの予

算は収入で約3.9倍（48万3,000ジョルダン・ディナール：JD）、支出で約2.4倍（48万2,000JD）

と着実に活動規模は拡大しており、1999年現在ではプロジェクト終了時に比べ収入で９倍、支出

で4.4倍にもなっている。

　しかしながら、ESTCの予算は独立採算性ではなく、年度当初に決めた額をRSSへ納める必要が

あるため、ESTCにおいてすべての収益を使うことができる訳ではない。そのため、スペアパーツ

の補充や一部機器の更新は自助努力により行っているものの、高額機器の更新までは対応できな

い状況にある。

表3-1　ESTCにおける予算の推移

表3-2　各部における収入の推移

３－３　職員の配置状況

　現在の職員数は、71名であり、プロジェクト終了時の48名、第１回アフターケア協力実施時の

56名と比べても、大きな伸びを示している。また、全職員のうち、20年以上勤務している職員が

10名いることから、職員の定着率は高いといえる。

　ESTCの職員は、比較的学歴も高く（博士２名、修士７名、学士25名）、また、日本における個

（単位：JD）

1982 年 1988 年 1999 年
収　入 125,000 483,000 1,124,000
支　出 200,000 482,000 870,000

（単位：JD）

測定部 保守・修理部 研究開発部 合　計
1982 年 4,000 75,000 46,000 125,000
1988 年 38,000 347,000 98,000 483,000
1999 年 153,000 952,000 75,000 1,124,000
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3,000JD）が、プロジェクト終了時の約38倍、第１回アフターケア協力時の約４倍となって

いることからも明らかである。

　標準・校正部門では、ジョルダン電気通信会社、航空局（Civil Aviation Authority）等

から電圧計、電流計等の試験機器の校正を請け負っている。校正費用は１時間当たり30JDと

設定している。ESTCの校正機器は２年に１回、ドイツのPTB-German Metrology Institute

とトレーサビリティーを取り、国際基準を保っている。同部門では、近隣アラブ諸国との協

力を模索しており、将来的にはアラブ地域の中核となることを志向している。

　試験・品質管理部門では、ジョルダン標準化庁（Jordan Institute for Standards and

Metrology: JISM）からの委託により、輸出入品30種の品質検査を行っている。また、民間

会社からの依頼による品質検査も実施している。なお、ジョルダン国にはほかに同様の検査

機関はないことから、同部門をもつESTCは、ジョルダンで唯一の品質検査機関と位置づけ

られている。　

２）保守・修理部

　保守管理部はESTCにおいてもっとも活発に活動している部であり、ESTC全体の約85％

を占める収益を上げている。同部の活動内容は、保守・修理（Maintenance & Repair）と

訓練（Training）からなっている。

　保守・修理部門では、公共及び民間機関の医療機器、通信機器、各種測定器の保守を請け

負っている。特に医療分野については、保健省との契約により、23の病院と500以上のヘル

スセンターにおける医療機器の保守・修理を行っており、同部門の活動の多くを占めてい

る。ESTCは非営利機関であるため、保守・修理にかかる費用は民間の１割程度と低く設定

しているが、ESTCにおける収益のほとんどは、同部門によるものである。

　訓練部門では国内向け電気・電子機器の保守に関する訓練を実施しており、1996年から

は、JICAの協力を得て、パレスチナを対象とした医療機器保守に係る第三国研修を実施し

ている。各訓練コースは年１回、各10名程度の訓練生を対象に実施している。

３）研究開発部

　研究開発部はデザイン・開発部門（Design & Development）と製造部門（Production）

からなっている。

　デザイン開発部門では、企業、大学、研究機関からの依頼に応じて、これら機関が所有す

る機器のアップグレードに係る研究を行っている。企業などからのこうした依頼は、新たに

機器を買い替える余力がないため、現在所有している機器をアップグレードすることで、よ

りコストを抑えて近代化を図ることを目的にしている。

　製造部門では、デザイン・開発部門において開発した部品の製造や、保守・修理部門で扱

う機器の交換部品のうち、すでに入手不可能となった部品の代替品の製造などを行ってい

る。
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(2) 供与機材の活用・維持管理状況

　ESTCには、1977年から始まった日本の技術協力プロジェクトにより供与された機材が現在

でも数多く設置されている。その機材各々について本調査のなかで把握することはできなかっ

たが、各機材の活用・維持及び管理状況について職員から説明を受け、状況を総合すると、十

分に活用され良好に維持・管理されていると判断される。これは、ESTCがジョルダン産業界

にとって重要な役割を果たしていること、予算面で比較的恵まれていることに加え、職員の技

術レベルが高いことによるところが大きい。しかし供与機材の老朽化は進んでおり、故障や近

年の電子機器の急速な進展に伴う更改の必要性がある機材が見うけられる。ESTCでは、この

現状を踏まえ一部機材について段階的に更改を行い技術レベルの維持に努めているが、校正機

材など高額なものを含めすべての機材を更改する経済力はなく、電子機器の保守・修理・校正

に係る各種検査業務のニーズに対応することが難しい状況にある。

１）測定部

　測定部は、ESTCを特徴づける重点部門であり、国内はもちろん、将来は中東近隣アラブ

諸国のセンターになろうとしてジョルダン側がもっとも力を注いでいる部署である。現在、

６校正システムが導入されており、国際標準が保たれている。しかし、供与機材の老朽化な

どにより正常に機能しているものは１システムであり国内の各種機関で所有している電子機

器の校正ニーズにすべて対応することが困難な状況である。

　以下について、なんらかの対策が必要と思われる。

①　機能していないシステム

　高周波帯電力校正システム、高周波帯減衰量校正システム

②　精度が低下しているシステム

　高周波帯周波数校正システム、AC/DC電圧電流抵抗校正システム

２）保守・修理部及び、研究開発部

　保守・修理部及び、研究開発部において問題があると考えられる供与機材は多少見うけら

れるものの、ESTC側は自助努力により一部機材を更改するなどの対策を講じており、各種

ニーズに対応できないほど深刻な状況ではないものと考えられる。
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第４章　地域産業における第４章　地域産業における第４章　地域産業における第４章　地域産業における第４章　地域産業におけるESTCESTCESTCESTCESTCの役割の役割の役割の役割の役割

　ESTCの測定部はジョルダン唯一の校正機関であり、また、ジョルダン標準化庁（JISM）から

電気製品品質検査を請け負う唯一の検査機関としての役割も担っており、ジョルダン産業界にお

いて重要な役割を果たしている。

　しかしながら、ESTCでは、これまでスペアパーツの補充や一部機器の更新を自助努力により

行っているものの、校正部門における高額機器等の更新はできない状況にあり、機材の老朽化に

よる精度の低下、機材の故障によるサービスの中止等が深刻な問題となっている。一方、企業側

では、機器のハイテク化を進めており、ESTCは、こうしたハイテク機器の校正に対応できない状

況になっている。

　保守・修理部では、保健省との契約により、23の病院と500以上のヘルスセンターにおける医療

機器の保守・修理を行っており、ジョルダン医療分野に大きな貢献している。しかしながら、保

健省は将来的には医療機器の保守・修理を内部で実施することを希望しており、すでにフランス

からの技術支援を受けながら、医療機器保守・修理体制の整備を進めつつあることから、ESTCに

おける同分野の活動については、今後の保健省の動向に左右される可能性があると思われる。
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第５章　アフターケア協力の基本計画第５章　アフターケア協力の基本計画第５章　アフターケア協力の基本計画第５章　アフターケア協力の基本計画第５章　アフターケア協力の基本計画

５－１　アフターケア協力の基本的考え方

　今回のアフターケア協力に関し、ESTC側は測定部校正部門及び保守・修理部門の機材の大規模

な更新を希望していたが、調査団よりアフターケアの趣旨及び自助努力の必要性を説明し、協議

した結果、高周波帯電力校正システム、高周波帯周波数校正システム、AC/DC電圧電流抵抗校正

システムにかかる機材を供与することとし、残る機材についてはESTC側の自助努力により対応す

ることを両者で合意した。

５－２　協力の内容

(1) 機材供与

１）機材選定

　本センターのアフターケア協力について、ジョルダン（ESTC）側から測定部校正部門及

び保守・修理部を中心に、約26点の供与機材の要請があった。これは、1980年に日本側が供

与した機材の老朽化が進み、校正システムの故障や測定機器の精度低下が著しく、大規模な

更改が必要となっているためである。これに対し、調査団側としては２回目のアフターケア

協力の立場から以下のスタンスを念頭においてジョルダン側と機材供与選定の詳細な意見調

整を行った。

①　アフターケア協力の趣旨を勘案し、ジョルダン側の自助努力を基本とする。

②　ESTC各部のうち、機材供与が必要となっている部門の活動状況及びセクションの重

要性と将来性を考慮し機材供与の選定を行う。

③　その他、特に考慮すべき機材があれば検討する。

　協議の結果、本アフターケア協力では測定部校正部門で使用する機材の中で特に高額であ

り、ジョルダン側で更改が困難と思われる機材を中心に予算の範囲内で供与することとし、

残る機材についてはジョルダン側の自助努力により対応することで合意した。これにより、

測定部の業務は大幅に改善され、電気通信・航空関係等の試験機器の校正がより精度の高い

ものとなり、国内のニーズに応えることができるものと期待される。

２）供与機材

　本アフターケア協力により供与する機材は以下のとおりである（詳細はミニッツ別添参

照）。

①　高周波帯電力校正システムにかかわる機材

②　高周波帯周波数校正システムにかかわる機材

③　AC/DC電圧電流抵抗校正システムかかわる機材
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(2) 専門家派遣

　日本側の機材供与とともに、ジョルダン側から標準・校正機器に関する短期専門家派遣（１

名・１～２か月）の要請があった。機材導入時には各種調整業務が必要と考えられるため、本

件については帰国後、国内において予算及び関係部門（メーカー等）と調整し検討することと

する。



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．ミニッツ

２．クエスチョネア

３．クエスチョネア回答
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